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は 39 年 7 月に完成、10 月に大統領の承認を得ている。 















































った昭和 19 年のことである。 
これに対し自立性を強め始めた海軍は、日露戦後、独自の仮想敵国としてアメリカを想定し、対
 


































また兵力整備に関しても、陸軍と海軍は独自の道を歩み始める。日露戦争直後の 1907 年 4 月、明
 











































戦艦凡 2 万屯 8 隻 
装甲巡洋艦凡 1 万 8 千屯 8 隻」12） 































































1922 年 2 月 6 日、ワシントンでの会議が終わったとき、元海軍次官のフランクリン・ローズベル
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る。そして、日本が国策として南進を初めて取り上げたのは、1936 年 8 月 7 日に五相会議で決定さ
れた「帝国外交方針」であった。ここで「我勢力」が南に向けて「平和的且漸進的に発展進出」す
る方針が打ち出された。38 年 11 月の近衛首相の東亜新秩序建設の声明では、それまでの日満支に
南方を加えた「東亜の新秩序」という考え方が示され、「南方アジアの解放」が新たな国家目標に掲
げられた。アジアから「侵略的帝国主義」を駆逐し、その後に日本が進出して重要な物資を獲得せ




















通やスパイの嫌疑をかけるなど警戒感を強めていった。45 年 4 月 9 日、第 32 軍参謀部は「爾今軍
人軍属ヲ問ハズ標準語以外ノ使用ヲ禁ず、沖縄語ヲ以テ談話シアル者ハ間諜トミナシ処分ス」との
 






















32 軍が設置された（44 年 3 月 22 日）。トラック島への米軍の大空襲に衝撃を受けた大本営が、北東・
中部太平洋の防衛強化に乗り出した際、本土、南西諸島、台湾にも応急的な防備強化を施したもの























空優勢によって不可能となり、沖縄本島の防衛は当初の計画より 1 個師団減じた 2 個師団と 1 個混
成旅団基幹で実施さぜるを得なくなった 27）。 
























































45 年春頃をめどに沖縄を攻撃する方針を決めたのである。これを受け米統合参謀本部では、45 年 2
～3 月にまず台湾を攻略、次いで 4 月に小笠原作戦を実施し、翌 5 月から沖縄作戦、さらに 3～6 月
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にかけて中国沿岸への上陸作戦を進める計画を立てた。しかし、台湾攻略に伴い甚大な犠牲が生じ
ることへの懸念から、沖縄作戦を担当するニミッツ麾下の太平洋艦隊・太平洋区域司令部が台湾作
戦の代わりとして沖縄上陸作戦を実施するよう進言 34）、これが容れられ、44 年 10 月 3 日、統合参
謀本部はニミッツ太平洋艦隊兼太平洋区域司令長官に対し、同年 3 月に指令した台湾攻略作戦（コ
ーズウエイ作戦）を変更し、45 年 3 月 10 日までに沖縄を占領すべしとの作戦を発動した。大本営
が沖縄からの 9 師団の台湾転出を決めた頃、逆に米軍は台湾を素通りする戦略を決定したのであっ
た。 
これに従い、ニミッツは 3 月 1 日に沖縄を占領する企図を隷下に指達したが、他の作戦の進捗状
況や天候問題から沖縄作戦は 3 月 15 日に延期され、さらに 45 年 2 月のヤルタでの米英軍事会議で
は、硫黄島は 2 月 19 日、沖縄攻略は 4 月 1 日頃と提案されるに至った 35）。そしてヤルタでの協議





10 軍（米陸軍 4 個師団、米海兵隊 3 個師団等からなる上陸部隊）及び第 51 機動部隊（護衛空母か
らなる上陸支援部隊や戦艦、重巡等で編成する射撃支援部隊）等で構成され 36）、沖縄上陸には戦闘
員約 17 万 2000 人を予定、別に戦域予備 1 個師団を待機させた。沖縄攻略は、日本軍の航空基地に
囲まれた東支那海に進入しての上陸作戦となる。そのため制空権の絶対優越を確保すべく、マリア
ナ基地の B－29 及び第 58 空母機動部隊の艦載機が日本本土、南西諸島、台湾の航空基地の徹底的
な事前制圧を実施した。次いで沖縄攻略作戦は「南部沖縄の攻略」、「伊江島攻略と北部沖縄の制圧」、
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